
伊勢原市特定健康診査等実施要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第

８０号。以下「法」という。）、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基

準（平成１９年厚生労働省令１５７号。以下「省令」という。）及び伊勢原市国民

健康保険特定健康診査等実施計画に基づき実施する特定健康診査及び特定

保健指導並びに健康増進法施行規則（平成１５年厚生労働省令第８６号）

第４条の２第４号の規定に基づき実施する一般健康診査及び後期高齢者医

療被保険者に対し実施する一般健康診査について、必要な事項を定めるも

のとする。

（特定健康診査の対象者）

第２条 特定健康診査の対象者は、特定健康診査の受診日において本市の国

民健康保険被保険者であって、当該年度の末日において４０歳以上の者と

する。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、対象と

しない。

(1) 特定健康診査を受診しようとする年度において他の医療保険者が実施す

る特定健康診査を受診した者又は受診する予定のある者

(2) 省令第１条第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定める者（平成２０年

厚生労働省告示第３号）に該当する者

（一般健康診査の対象者）

第３条 一般健康診査の対象者は、次に掲げる者とする。

(1) 一般健康診査の受診日において本市に住所を有する者で、後期高齢者医

療被保険者であるもの

(2) 一般健康診査の受診日において生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に

よる公の扶助を受けている者で、当該年度の末日において４０歳以上のもの

(3) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援給付を受けてい

る者で、当該年度の末日において４０歳以上のもの

（特定健康診査等の実施方法）

第４条 特定健康診査等（第１条の規定に基づく特定健康診査及び一般健康

診査をいう。以下同じ。）は、法第２８条の規定により市内及び市外の病院

又は診療所（以下「健診実施機関」という。）の一部に委託する方法により

行うものとする。

２ 特定健康診査等の実施期間については、市長が別に定める。

３ 特定健康診査等を受診することができる回数は、同一年度において１回



とする。

（特定健康診査等の検査項目）

第５条 特定健康診査等のうち、第２条及び第３条に規定する者の検査項目

は、省令第１条第１項第１号から第１０号までに規定する検査項目とする。

ただし、省令第１条第１項第１０号に規定する詳細な検査項目のうち、貧

血検査については、厚生労働大臣が定める基準のほか、医師が必要と認め

る者について実施することができる。

２ 前項に規定する特定健康診査等を受診する者に対し、別表に規定する検

査の全部又は一部を追加健診項目として同時実施することができる。

３ 前項に規定する追加健診項目のうち、前立腺がん検診、肝炎ウイルス検

診及び肺がん検診は、次の各号に掲げる検診の区分に応じ当該各号に掲げ

る者を対象とする。

(1) 前立腺がん検診 当該年度の末日において５０歳以上の男性

(2) 肝炎ウイルス検診 当該年度中に４０歳、４５歳、５０歳、５５歳、６０歳、

６５歳又は７０歳に達する者で、過去に当該肝炎ウイルス検診に相当する検診を受

けたことがないもの

(3) 肺がん検診 当該年度の末日において４０歳以上の者

（特定健康診査等の実施機関）

第６条 第４条第１項の規定により委託する健診実施機関は、省令第１６条

第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定める者（平成２０年厚生労働省告

示第１１号。第１８条において「厚労省告示」という。）第１に掲げる基準

を満たす者とする。

（受診券の交付）

第７条 市長は、次の各号に掲げる者に対し、当該各号に定める受診券を交

付するものとする。

(1) 第２条第１項に規定する者 特定健康診査受診券

(2) 第３条第１号に規定する者 一般健康診査受診券（後期高齢者）

(3) 第３条第２号及び第３号に規定する者 一般健康診査受診券（生活保

護世帯）

(4) 第２条第１項及び第３号第１号に規定する者のうち、当該年度中に

７５歳の年齢に達する者 一般健康診査受診券（年度内７５歳到達者）

（受診方法）

第８条 前条に規定する受診券の交付を受け、特定健康診査等を受けようと

する者（以下「受診者」という。）は、健診実施機関へ事前に受診日を申し

込み、受診日当日は、健診実施機関の窓口に、国民健康保険資格確認書、

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律



（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カード（以

下「個人番号カード」という。）その他の国民健康保険の資格が確認できる

もの（以下「国民健康保険資格確認書等」という。）又は後期高齢者医療資

格確認書、個人番号カードその他の後期高齢者医療の資格が確認できるも

の若しくは生活保護受給者証（ 以下「資格確認書等」という。）及び当該

受診券を提示しなければならない。

２ 健診実施機関は、前項の規定に基づき受診者から資格確認書等を提示さ

れたときは、資格の確認をするものとする。

（検査結果の記録）

第９条 健診実施機関は、次のとおり検査結果を記録しなければならない。

(1) 第４条の規定による特定健康診査等を実施したとき。 伊勢原市特定

（一般）健康診査票（以下「健診票」という。）

(2) 前立腺がん検診、肝炎ウイルス検診又は肺がん検診を実施したとき。

伊勢原市健康診査追加健診記録票（以下「追加健診記録票」という。）

（検査結果の報告等）

第１０条 健診実施機関は、前条第１項の規定により記録した検査項目のう

ち、第５条第１項に規定する検査項目の結果を国の指定する電子的データ

ファイル形式により、電子媒体で健診実施日の属する月の翌月の９日まで

に市長へ提出するものとする。

２ 市長は、法第２３条の規定により、受診者に対し特定健康診査に関する

結果のほか、当該受診者が自らの健康状態を把握し健康な生活習慣の重要

性に対する関心と理解を深めるために必要な情報を提供するものとする。

（自己負担金の徴収）

第１１条 特定健康診査等に係る受診者の自己負担金は、次のとおりとする。

(1) 当該年度の末日までに４０歳から６４歳に達する者 １，５００円

(2) 当該年度の末日までに６５歳以上の者 なし

２ 第５条第３項に規定する検査項目の受診者の自己負担金は、次のとおり

とする。

(1) 前立腺がん検診 ６００円

(2) 肝炎ウイルス検診 １，２００円

(3) 肺がん検診 ２００円

(4) 前３号の規定にかかわらず、当該年度末までに７０歳以上の年齢に達

する者については、自己負担金は徴収しない。

３ 前２項の規定にかかわらず、第３条第２号又は第３号に規定する者につ

いては、自己負担金は徴収しない。

（自己負担金の免除）



第１２条 市長は、前条第１項第１号並びに同条第２項第１号及び第２号の

規定にかかわらず、申請の時点で把握できる最新の課税年度における市県

民税が非課税の世帯に属する受診者については、自己負担金を免除するこ

とができる。

２ 前項に規定する自己負担金の免除を受けようとする受診者は、伊勢原市

特定健康診査自己負担金免除申請書（第１号様式）を市長に提出しなけれ

ばならない。

３ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、その結果を当

該受診者に伊勢原市特定健康診査自己負担金免除決定通知書（第２号様式。

次条において「免除決定通知書」という。）により通知するものとする。

４ 第１項に規定する自己負担金の免除を受けようとする受診者は、受診の

際に健診実施機関に免除決定通知書を提出しなければならない。

（費用の請求）

第１３条 健診実施機関は、特定健康診査等に要した費用を請求しようとす

るときは、検査実施日の属する月の翌月の９日までに次の各号に掲げる請

求区分により当該各号に定める集計表又は請求書を市長に提出するものと

する。

(1) 第２条第１項及び第３条第１号に規定する者の健診票 特定健診の費

用に係わる集計表

(2) 第３条第２号及び第３号並びに第７条第４号に規定する者の健診票並

びに第５条第３項に規定する検診を受診した者の追加健診記録票 健診

等委託料請求書

２ 健診実施機関は、前項に規定する費用の請求をする場合において、前条

第４項の規定により受診者から免除決定通知書の提出を受け、自己負担金

の免除をした場合は、当該免除決定通知書を添付するものとする。

（費用の支払）

第１４条 市長は、健診実施機関から前条に規定する請求があったときは、

その内容を審査し、適当と認めた場合は、次のとおり請求額を支払うもの

とする。

(1) 第２条第１項及び第３条第１号に規定する者 神奈川県国民健康保険

団体連合会（以下「国保連合会」という。）を通じて支払うものとする。

(2) 第３条第２号及び第７条第３号に規定する者並びに第５条第３項に規

定する検査 本市において速やかに支払うものとする。

２ 健診実施機関において、受診者が特定健康診査受診時に第２条及び第３

条に規定する対象者の要件を欠いている場合に実施した健診費用の取扱い

は、次に定めるとおりとする。



(1) 第８条第２項に基づく資格確認書等の確認を実施した場合 市長は、

健診費用を支払うものとする。

(2) 第８条第２項に基づく資格確認書等の確認を実施しなかった場合 市

長は、健診費用を支払わないものとする。

（特定保健指導の対象者）

第１５条 特定保健指導の対象者は、第２条に規定する者で、かつ、省令第

４条に該当するものとする。

（一般保健指導の対象者）

第１６条 一般保健指導の対象者は、第３条第２号に規定する者で、かつ、

省令第４条に該当するものとする。

（特定保健指導等の階層化）

第１７条 前２条に規定する者（以下「特定保健指導等対象者」という。）を

次に掲げる区分に階層化し、特定保健指導又は一般保健指導（以下「特定

保健指導等」という。）を実施するものとする。

(1) 省令第７条第２項に規定する者 動機付け支援対象者

(2) 省令第８条第２項に規定する者 積極的支援対象者

（特定保健指導等の実施機関）

第１８条 特定保健指導等は、市が委託契約を締結した厚労省告示第２に掲

げる基準を満たした者が実施する。

（利用券の交付）

第１９条 市長は、特定保健指導等対象者に対し、次の利用券を交付するも

のとする。

(1) 第１５条に規定する者 特定保健指導利用券

(2) 第１６条に規定する者 一般保健指導利用券

（特定保健指導等の利用方法）

第２０条 前条に規定する利用券の交付を受けた特定保健指導等対象者は、

第１８条に規定する特定保健指導等の実施機関（以下「指導実施機関」と

いう。）にあらかじめ利用日を申し込み、利用日当日は、指導実施機関の窓

口に、国民健康保険資格確認書等又は生活保護受給者証を提示し、当該利

用券を提出しなければならない。

２ 指導実施機関は、前項の規定に基づき特定保健指導等対象者から提示さ

れた国民健康保険資格確認書等又は生活保護受給者証に基づき資格の確認

をするものとする。

３ 特定保健指導等の実施期間は、初回指導からおおむね６か月までとする。

（特定保健指導等の自己負担）

第２１条 特定保健指導等に係る費用は、市の負担とする。ただし、当該保



健指導等実施期間中に第２条及び第３条第２号に規定する対象者でなくな

った者が自主的に特定保健指導等の継続を希望した場合にあっては、残り

の指導項目に係る費用は、その者が全額自己負担するものとする。

（特定保健指導等の費用請求）

第２２条 指導実施機関は、特定保健指導等に要した費用を請求するときは、

特定保健指導等実施日の属する月の翌月９日までに、特定保健指導等請求

書を提出するとともに法第２５条に規定する特定保健指導に関する記録を

国の定める電子的なデータファイル形式により、電子媒体で市長に提出す

るものとする。

（特定保健指導等の費用の支払）

第２３条 市長は、指導実施機関から前条に規定する請求があったときは、

その内容を審査し、適当と認めるときは速やかに支払うものとする。

（過誤調整等）

第２４条 市長は、第１４条第２項第２号に規定する場合を除き、国保連合

会の検査項目の点検の結果、当該結果について問題がある場合には、国保

連合会を通じて健診実施機関に請求書の返戻を行うものとする。

（記録の保存及び管理）

第２５条 市長は、第５条第１項に規定する検査項目結果及び第２２条に規

定する特定保健指導等に関する記録の保存並びに管理を国保連合会に委託

することとし、国保連合会は、当該検査項目結果及び当該保健指導の記録

を５年間保存しなければならない。

（個人情報の取扱い）

第２６条 市長は、特定健康診査等の検査結果について、当該検査結果に基

づき行われる特定保健指導等並びに検査結果の分析及び統計以外に使用し

てはならない。

２ 市長は、前条に規定する特定保健指導等の指導記録について、当該指導

記録の分析及び統計以外に使用してはならない。

（その他）

第２７条 この要綱に定めるもののほか、特定健康診査等及び特定保健指導

等を実施することに関し必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この告示は、平成２１年６月１日から施行する。

（伊勢原市特定健康診査等実施要綱の廃止）

２ 伊勢原市特定健康診査等実施要綱（平成２０年伊勢原市告示第１０８号。

以下「旧要綱」という。）は、廃止する。



（経過措置）

３ この告示の施行前に旧要綱に基づき実施した特定健康診査等及び特定保

健指導等については、なお従前の例による。

附 則（平成２４年７月６日告示第１１８号）

（施行期日）

１ この告示は、平成２４年７月９日から施行する。

（経過措置）

２ この告示の施行前に改正前の伊勢原市特定健康診査実施要綱の規定に基

づき実施した特定健康診査等及び特定保健指導等については、なお従前の

例による。

附 則（平成２８年１２月２８日告示第１７９号）

（施行期日）

１ この告示は、公表の日から施行し、改正後の伊勢原市特定健康診査等実

施要綱の規定は、平成２８年４月１日から適用する。

（経過措置）

２ この告示の施行前に改正前の伊勢原市特定健康診査実施要綱の規定に基

づき実施した特定健康診査等及び特定保健指導等については、なお従前の

例による。

附 則（令和６年３月２９日告示第６５号）

この告示は、公表の日から施行する。

附 則（令和６年１１月２９日告示第１４３号）

この告示は、令和６年１２月２日から施行する。



別表（第５条関係）

追加健診項目

代謝系 随時血糖

血液検査 血清クレアチニン

尿酸

尿・腎機能

尿潜血

その他 胸部Ｘ線

希望者のみ実施

前立腺がん検診

肝炎ウイルス検診

肺がん検診



第１号様式（第１２条関係）

年度伊勢原市特定健康診査自己負担金免除申請書

年 月 日

伊勢原市長 殿

次のとおり、特定健康診査の自己負担金の免除を受けたいので申請します。
免除決定のため必要のあるときは、私の世帯に係る市県民税の課税状況を
調査することに同意します。

ふ り が な 男

申 請 者 氏 名
年 月 日生

女 （ 歳）

伊勢原市
住 所

電話 （ ）

１ 市県民税非課税世帯であるため
申 請 理 由

２ その他

１ 特定健康診査

２ 肝炎ウイルス検診
免除健(検)査項目

３ 前立腺がん検診

４ 肺がん検診

※ 次の欄は、記入しないでください。

決

裁



第２号様式（第１２条関係）

年度伊勢原市特定健康診査自己負担金免除決定通知書

年 月 日

様

伊勢原市長

年 月 日付けで申請のありました伊勢原市特定健康診査自己負担
金免除申請については、次のとおり決定しましたので通知します。

ふ り が な 男

申 請 者 氏 名
年 月 日生

女 （ 歳）

住 所 伊勢原市

決 定 事 項 免除します。 免除できません。

決 定 事 由 市県民税非課税世帯のため

１ 特定健康診査

健 （ 検 ） 査 項 目
２ 肝炎ウイルス検診
３ 前立腺がん検診
４ 肺がん検診

※実施年月日 ※医療機関名

年 月 日

※欄は医療機関で記入

（備考）
この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して、３か月以内に市長に対して審査請求をすることができます。
また、この処分の取消しを求める訴えをする場合は、この処分の通知を受けた日の翌

日から起算して６か月以内に、市を被告として (訴訟において市を代表する者は市長とな
ります。 )、提起することができます (なお、処分を知った日から６か月以内であっても、
処分の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなりま
す。 )。ただし、審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に
対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。


